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１ はじめに 

 

越谷市では、地方分権時代にふさわしい、これからのまちづくりの基本となる｢越

谷市自治基本条例｣が平成２１年６月に制定され、９月から施行されています。｢越

谷市自治基本条例｣は、参加と協働によるまちづくりのルールを具体的な仕組みとし

て明らかにするとともに、市のあるべき姿を｢豊かな地域環境の創造｣として位置付

けるなど市民を主人公としたまちづくりの最高規範としています。 

私たちは、｢越谷市自治基本条例推進会議｣の委員に平成２２年４月に委嘱され、

これまで●回の会議を開催してきました。 

このたび、“自治基本条例の適切な運用”及び“自治基本条例の普及”についての

課題を整理しましたので報告します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成２２年●月●日 

越谷市自治基本条例推進会議 
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２ 自治基本条例の適切な運用について 

（推進会議設置条例第２条第１項第１号関係） 
 

（１）条例等の体系化 

① 既存の条例等との整合性の確認・検証 
（ア）分野別の基本条例の確認・検証 
（イ）個別の条例等の確認・検証 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

条例等の体系化について、既存の条例等との整合性の確認・検証の意見があり

ました。 

自治基本条例は、第２条で最高規範として位置づけられています。このことは、

他の条例等は自治基本条例と整合性を図る必要があることを意味しています。 

自治基本条例の制定に際しては、既存の条例等が自治基本条例の理念に基づい

た内容となっているのかを確認し、｢越谷市意見公募手続に関する要綱｣及び｢越谷

市住民投票の実施の請求に関する規則｣を定めたほか、｢越谷市審議会等の設置及

び運用に関する要綱｣を改正・施行し、公募委員の応募資格を“満２０歳以上の者”

から“満１８歳以上の者”に引き下げ、かつ、“市に住所を有している者”を“市

内において、住み、働き、学び、又は活動している者”にすることで、市民が参

加しやすい環境が整えられていますが、これらの取り組みで十分なのか確認・検

証する必要があります。 

既存の条例等との整合性の確認・検証については、環境、まちづくりなどの分

野別の基本条例の確認・検証及び個別の条例等の確認・検証について提案があり

ました。なお、対象となる条例が膨大な数となるため、まずは、自治基本条例の

制定後に制定された新たな条例等を対象としていくという意見もありました。 
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（２）進捗状況の確認 

① 運用に関するアクションプランの検討 
（ア）｢自治力｣、｢市民力｣をキーワードとした進捗状況の確認 
（イ）｢自治の推進｣、｢豊かな地域環境の創造｣という条例の特徴（構成）

に着目した進捗状況の確認 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

進捗状況の確認について、運用に関するアクションプランの検討の意見があり

ました。 

自治基本条例を制定しただけにはせず、条例が適正に運用され、その役割を十

分に果たしているか、また、この条例に基づいて市民、議会、市長等がそれぞれ

の役割を担っているかを確認する必要があります。 

これらの運用に関する進捗状況の確認については、指標を設定し、その目標値

の達成に向けて達成度を管理していく方法があります。そのためのアクションプ

ランを検討していく方法として、「自治力」、｢市民力｣というキーワードや「自治

の推進」（参加・協働・情報共有の具体的な仕組み）、「豊かな地域環境の創造」（市

のあるべき姿）という越谷市の自治基本条例の特徴（構成）に着目した指標につ

いて調査審議することについて提案がありました。 
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（３）自治の基本原則（参加・協働・情報共有）を実現する仕組み 

① 参加・協働・情報共有のシステム構築の検討 
（ア）地域協働ポータルサイトの検討 
（イ）市政なんでも相談窓口の設置の検討 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

自治の基本原則（参加・協働・情報共有）を実現する仕組みについて、参加・

協働・情報共有のシステム構築の検討の意見がありました。 

 自治基本条例の適切な運用については、（２）進捗状況の確認での検討のとおり、

指標を設定し、その目標値の達成に向けて進行管理をしていく方法がありますが、

一方で、自治の基本原則（参加・協働・情報共有）を実現する仕組みを検討し提

案していく方法もあります。つまり、具体的な仕組みの実現をもって、自治が推

進し、そのことで、豊かな地域環境の実現に寄与することになります。 

他市の事例を参考にした地域協働ポータルサイトの設置や福祉なんでも相談窓

口を参考にした市政なんでも相談窓口の設置について提案がありました。 
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３ 自治基本条例の普及について 

（推進会議設置条例第２条第１項第２号関係） 
 

（１）若い世代への働きかけ 

① 市内の大学（文教大学、埼玉県立大学）との連携 
② 小・中学生、高校生及び大学生へのＰＲ活動 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

若い世代への働きかけについて、市内の大学（文教大学、埼玉県立大学）との

連携及び小・中学生、高校生及び大学生へのＰＲ活動の意見がありました。 

自治基本条例の普及については、庁舎壁面等への自治基本条例啓発用懸垂幕の

掲示、自治基本条例パンフレット、越谷市自治基本条例【逐条解説】及び自治基

本条例パンフレット【ポケット版】の公共施設等への配布、職員への研修をはじ

め、｢広報こしがや｣や｢いきいき越谷｣を通じた普及の取り組みが行われています。

また、自治基本条例パンフレット【ポケット版】については、点字や拡大写本、

音声ガイドの作成もされています。このように普及に関する取り組みが行われて

いますが、自治基本条例の市民への普及は、まだ不十分であり市民に浸透してい

るとは言いがたい状況にあります。 

特に、若い世代の自治基本条例の認知度は低いと考えられ、まちづくりに若い

世代の参加を積極的に促すためにも重要な課題となっています。 

市内には、文教大学と埼玉県立大学があり、本年度の５月１０日には、越谷市

学生議会が開催されました。これらの大学やそこに通う学生をまちづくりに積極

的に活用し、連携することについて提案がありました。 

また、小・中学生、高校生及び大学生等の若い世代を対象とした、より効果的

なＰＲ方法について検討していくことについて提案がありました。 
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（２）地域コミュニティ組織への働きかけ 

 

① 自治会、コミュニティ推進協議会などへのＰＲ活動 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域コミュニティ組織への働きかけについて、自治会、コミュニティ推進協議

会へのＰＲ活動の意見がありました。 

「越谷市自治基本条例」の第１２条では、自治会やコミュニティ推進協議会な

どを地域コミュニティ組織として位置づけ、まちづくりの担い手としてその地域

の住民相互の親睦、共通課題の解決等の地域社会の形成に役立つ活動を行うこと

を明らかにしています。 

地域コミュニティ組織は、これまでも市の重要な協働のパートナーであり、こ

れからのまちづくりにおいても大きな役割を担うことが期待されています。これ

らのことから、地域コミュニティ組織への自治基本条例の普及は最重要課題の１

つです。 

地域コミュニティ組織に自治基本条例を普及させていく方法として、自治会の

回覧板や地域の行事を利用する方法や地域の住民が身近な問題として感じられる

よう、市民生活に身近な事例などを挙げた分かりやすいＰＲを行うことについて

提案がありました。 
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（３）市民活動団体への働きかけ 

① ＮＰＯ団体などの市民活動団体へのＰＲ活動 
② 市民活動つなげる会・越谷、越谷市男女共同参画支援センターの登

録団体などの市民活動団体との連携 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民活動団体への働きかけについて、ＮＰＯ団体などの市民活動団体へのＰＲ

活動及び市民活動つなげる会・越谷、越谷市男女共同参画支援センターの登録団

体などの市民活動団体との連携の意見がありました。 

「越谷市自治基本条例」の第１２条では、ＮＰＯ団体、ボランティア団体、ワ

ーカーズコレクティブなどを市民活動団体として位置づけ、まちづくりの担い手

として共通の目的や関心を持つ人が広く自主的に参加することで、その専門性や

行動力を発揮して、市民生活を支えあい、社会の課題解決等に取り組むことを明

らかにしています。 

越谷市では、市民活動団体が、福祉、文化、教育、環境など、さまざまな分野

にわたり、多様な活動を展開しています。また、「市民活動団体室」を利用する団

体の相互の交流と協働を目的として設立された市民活動つなげる会・越谷の活動

や男女共同参画支援センターを活動拠点とする登録団体の七夕フェスタの開催な

ど市民活動団体間の連携の例を見ることもできます。 

このような中で、協働フェスタなどの市民活動団体が数多く参加するイベント

を活用したＰＲや多様な団体との連携について提案がありました。 
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（４）幅広い市民を対象とした仕掛け 

① ｢広報方針｣（アクションプラン）の検討 
② 市民大学や市の主催事業でのＰＲ活動 
③ 自治のまちづくりニュースの発行（年４回程度） 
④ 広報こしがや季刊版などへの定期的な記事の掲載 
⑤ 「自治基本条例講座」の開催 
⑥ 自治基本条例の俗称、キャッチコピーの検討 
⑦ “こしがや自治の日”制定の検討 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

幅広い市民を対象とした仕掛けについて、｢広報方針｣（アクションプラン）の

検討、市民大学や市の主催事業でのＰＲ活動、自治のまちづくりニュースの発行

（年４回程度）及び広報こしがや季刊版などへの定期的な記事の掲載などの意見

がありました。 

地域コミュニティ組織や市民活動団体は、市の協働の重要なパートナーであり、

まちづくりの担い手です。つまり、これらのコミュニティ組織はまちづくりへの

関心も当然高い市民ということが言えます。一方で、越谷市では首都近郊のベッ

トタウンという性格もあることなどから、まちづくりへの関心があまりない市民

がいることも事実です。 

「越谷市自治基本条例」では、第５条で参加の原則を掲げ、第１０条（市民の

権利）、第１１条（市民の責務）、第２３条（市民の市政への参加）、第２４条（審

議会等への参加）、第２６条（意見公募手続）及び第２７条（住民投票）の各条文

において参加のルールと参加しやすい環境づくりについて明らかにしています。

しかしながら、より多くの市民の参加を得るためには、その前提となるまちづく

りへの関心を持ってもらう必要があります。また、まちづくりに関心があっても

仕事や育児・介護などの理由から参加が難しい市民もいます。 

このようにまちづくりに関心があまりない市民や市政への参加が難しい市民を

含めた、より幅広い市民を対象に積極的な働きかけをしていくことについて多く

の提案がありました。 
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４ むすび 
 

｢越谷市自治基本条例｣が制定されるまでには、平成２０年３月にまとめられた市

民の自主的な運営による「（仮称）越谷市自治基本条例に関する勉強会」の報告書や

平成２１年３月にまとめられた公募による委員を中心とした「越谷市自治基本条例

審議会」からの答申を踏まえるなど多くの市民の参加を得て制定されました。 

越谷市では、これまでも「参加と協働によるまちづくり」を推進しており、自治

会やコミュニティ推進協議会などの地域コミュニティ組織及びＮＰＯ団体やボラン

ティア団体などの市民活動団体も新しい公共の担い手として積極的に活動していま

す。 

しかしながら、人口減少、少子高齢社会の到来や地方分権の進展など社会経済情

勢は大きく変化しており、まちづくりの課題は数多くあります。 

また、来年度は、自治基本条例とともにまち（越谷市）を支えていく「第４次越

谷市総合振興計画」の計画開始年度にあたります。 

これからのまちづくりには、自治基本条例の実効性の確保が最重要と考え、その

適切な運用及び普及についての課題を整理してきましたが、今後、これらの検討結

果を踏まえ、より具体的な調査審議を重ねていきます。 
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